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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第49期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第49期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
６月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
６月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）       80,680       77,138  389,242

経常利益（百万円）  4,009  881  38,824

四半期（当期）純利益（百万円）  2,055  460  18,089

純資産額（百万円）  363,800  371,703  373,660

総資産額（百万円）  645,599  615,296  644,991

１株当たり純資産額（円）  3,999.87  4,088.21  4,109.59

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 21.67  5.06  196.84

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  56.3  60.4  57.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 6,974  693  78,122

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 24,147  △10,300  5,751

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △102,812  △13,673  △130,859

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 26,203  27,637  50,919

従業員数（人）  4,099  4,246  4,115
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 その他の関係会社でありました三井不動産㈱は、当社に対する影響力が低下したため、当第１四半期連結会計期間

末にその他の関係会社ではなくなりました。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数には、嘱託社員389人、連結会社から連結会社外への出向社員13人は含めておらず、連結会社外か

ら連結会社への出向社員16人は含めております。 

２．（ ）内には外数で当第１四半期連結会計期間の平均臨時雇用者数を記載しております。なお、臨時雇用者

数につきましては、総労働時間を社員換算して算出しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数には、嘱託社員134人、当社からの出向社員143人は含めておらず、当社への出向社員8人は含めて

おります。 

２．（ ）内には外数で当第１四半期会計期間の平均臨時雇用者数を記載しております。なお、臨時雇用者数に

つきましては、総労働時間を社員換算して算出しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 4,246 ( ) 18,485

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 2,257 ( ) 13,952
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(1) テーマパーク事業 

  
(2) ホテル事業 

  

(3) リテイル事業 

  

第２【事業の状況】

１【販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間
（自平成21年４月１日 
至平成21年６月30日） 

前年同期比（％）

テーマパーク事業（百万円） 58,849 (   %) 76.3  90.7

ホテル事業（百万円） 9,512 (  %) 12.3  120.4

リテイル事業（百万円）  3,340 (    %) 4.3  96.5

その他の事業（百万円） 5,435 (    %) 7.1  122.7

合計（百万円） 77,138 ( %) 100.0  95.6

区分 
当第１四半期連結会計期間
（自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日） 
前年同期比（％）

アトラクション・ショー収入 

（百万円） 
26,822 (   %) 45.6  91.3

商品販売収入（百万円） 19,856 (  %) 33.7  87.9

飲食販売収入（百万円） 11,694 (   %) 19.9  93.0

その他の収入（百万円） 475 (    %) 0.8  127.0

合計（百万円） 58,849 ( %) 100.0  90.7

区分 
当第１四半期連結会計期間
（自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日） 
前年同期比（％）

東京ディズニーランドホテル 

（百万円） 
2,816 (  %) 29.6  －

東京ディズニーシー・ホテルミラコ

スタ（百万円） 
3,251 (  %) 34.2  87.0

ディズニーアンバサダーホテル 

（百万円） 
2,733 (   %) 28.7  83.8

パーム＆ファウンテンテラスホテル

（百万円） 
712 (    %) 7.5  79.6

合計（百万円） 9,512 ( %) 100.0  120.4

区分 
当第１四半期連結会計期間
（自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日） 
前年同期比（％）

リテイル収入（百万円） 3,340 ( %) 100.0  96.5

合計（百万円） 3,340 ( %) 100.0  96.5
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(4) その他の事業 

  

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

   

(1) 業績の状況  

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国の金融危機に端を発した世界的な景気悪化の影響を受け、

雇用情勢の悪化や所得減少から個人消費が低迷し、消費者物価が下落するなど、厳しい環境が続きました。加えて、

新型インフルエンザの発生などにより、国内旅行者数及び訪日外国人旅行者数が減少いたしました。 

 このような状況の中、当社グループは、東京ディズニーリゾート25thアニバーサリーの翌年であることに加え、

悪天候や新型インフルエンザの発生などにより、当第１四半期連結会計期間の売上高は77,138百万円（前年同期比 

4.4％減）、営業利益は1,140百万円（同 73.7％減）、経常利益は881百万円（同 78.0％減）、四半期純利益は460百

万円（同 77.6％減）となりました。 

  

（テーマパーク事業） 

 東京ディズニーランドでは、４月15日に映画『モンスターズ・インク』の世界をテーマにした新アトラクション

「モンスターズ・インク“ライド＆ゴーシーク！”」がオープンし、ファミリー層を中心に大変ご好評いただいてお

ります。また、東京ディズニーシーでは、昨年に引き続き春満載のスペシャルイベント「東京ディズニーシー・スプ

リングカーニバル」を開催いたしました。 

 しかしながら、25周年の翌年であることに加え、週末や連休を中心とした悪天候の影響や、新型インフルエンザの

発生に伴う団体ゲストのキャンセル及び訪日外国人旅行者数の減少などにより、２つのテーマパークの合計入園者数

は前年同期を下回りました。 

 また、テーマパークのゲスト１人当たり売上高は、前年同期とほぼ同様となり、好調に推移いたしました。チケッ

ト収入は、前年同期とほぼ同様となりました。商品販売収入は、東京ディズニーシー限定の「ダッフィー」商品の販

売が引き続き好調であったものの、25周年の翌年であることなどから、前年同期を下回りました。飲食販売収入は、

ワゴン販売が好調であったことなどから、前年同期を上回りました。       

 以上の結果、テーマパーク事業の売上高は58,849百万円（同 9.3％減）となりました。 

 営業利益は、売上高が減少したことに加え、25周年関連除却費が発生したことなどから、850百万円（同 82.4％

減）となりました。 

  

区分 
当第１四半期連結会計期間
（自平成21年４月１日 
至平成21年６月30日） 

前年同期比（％）

イクスピアリ事業（百万円） 2,126 (   %) 39.1  99.5

シアトリカル事業（百万円） 1,327 (   %) 24.4  －

モノレール事業（百万円） 609 (   %) 11.2  85.7

グループ内従業員食堂運営事業 

（百万円） 
580 (   %) 10.7  99.0

その他（百万円） 792 (   %) 14.6  80.0

合計（百万円） 5,435 ( %) 100.0  122.7

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（ホテル事業） 

 ３つのディズニーホテルでは、宿泊ゲストに向けた共通の施策として、2009年４月１日から１年間「東京ディズニ

ーリゾート マルチデーパスポート・スペシャル」を販売しております。また、期間限定で東京ディズニーランド及

び東京ディズニーシーで「アーリーエントリー」を実施いたしました。また、「東京ディズニーシー・ホテルミラコ

スタ・スプリングカーニバル」など、各ホテルではテーマパークのスペシャルイベントなどと連動したイベントの実

施やスペシャルメニューの提供などを行いました。 

 しかしながら、25周年の翌年であることに加え、新型インフルエンザの影響などにより、東京ディズニーシー・ホ

テルミラコスタ、ディズニーアンバサダーホテル、パーム＆ファウンテンテラスホテルの客室稼働率は、前年同期を

下回りました。 

 一方、2008年７月８日にグランドオープンした東京ディズニーランドホテルの通年稼働により、全体の売上高は増

加いたしました。 

 以上の結果、ホテル事業の売上高は9,512百万円（同 20.4％増）となりました。 

 営業利益は、売上高が増加したことに加え、東京ディズニーランドホテルの開業前準備費用が減少したことなどか

ら、662百万円（同 117.8％増）となりました。 

  

（リテイル事業） 

 ディズニーストアでは、リゾート地や行楽地で活躍するアイテムを豊富に揃えたプログラム「ザ・リゾート」を展

開することで、季節需要を取り込んだ魅力的な売場作りを行いました。また、５月には御殿場プレミアム・アウトレ

ット店ならびに土浦イオン店を出店し、水戸エクセル店を退店いたしました（当第１四半期末店舗数58店舗）。しか

しながら、景気悪化という環境の中、売上高は3,340百万円（同 3.5％減）となりました。 

 売上高は減少したものの、店舗人件費などの固定費を低減したことなどにより、営業損失は187百万円（前年同期

は営業損失343百万円）となりました。 

  

（その他の事業） 

 イクスピアリでは、シネマイクスピアリにて東京ディズニーランドの新アトラクションオープンに合わせた映画

『モンスターズ・インク』のリバイバル上映や、シルク・ドゥ・ソレイユ シアター東京と連動したイベント「ZED 

SUMMER FESTA＠IKSPIARI」などを開催いたしました。 

 また、2008年10月１日にグランドオープンしたシルク・ドゥ・ソレイユ シアター東京の通年稼働により、全体の

売上高は5,435百万円（同 22.7％増）となりました。 

 シルク・ドゥ・ソレイユ シアター東京の開業前準備費用が減少したことなどにより、営業損失は238百万円（前年

同期は営業損失394百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比べ23,282

百万円減少し、27,637百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が減少し、法人税

等の支払額が増加したことなどにより、前年同期に比べ6,280百万円減少の693百万円の資金の増加となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還による収入が減少したことな

どにより、前年同期に比べ34,448百万円減少の10,300百万円の資金の減少となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出が減少したことなどに

より、前年同期に比べ89,138百万円増加の13,673百万円の資金の減少となりました。  
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 ① 当面の対処すべき課題の内容、対処方針及び具体的な取り組み内容 

   当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。   

 ② 会社の支配に関する基本方針 

(基本方針の内容) 

 当社グループは、「自由でみずみずしい発想を原動力に すばらしい夢と感動 ひととしての喜び そしてやす

らぎを提供する」という企業使命のもと、広く愛され、親しまれる企業であり続けること、そしてあらゆるス

テークホルダーから信頼と共感を集め、その成果であるキャッシュ・フローの最大化を達成することにより、

企業価値を高めることを経営方針としております。 

 また、長期安定的な配当と業績に応じた増配・自己株式の取得などの継続的な利益還元を可能にしてまいり

ます。当社グループのコア事業である東京ディズニーリゾートにおいては、親しみある空間を提供することで

より多くのゲストをお迎えし、最高のハピネスを分かち合うと同時に、適正な投資レベルを保ちながら高水準

の利益を創出し続けることを目指してまいります。 

 とりわけ、テーマパーク事業においては、ゲストの皆さまに十分満足していただくために必要な要員やコス

トを投入し、高いレベルのサービスを提供し続けること、そのための従業員教育にコストを惜しまないこと、

安全や清潔さ、魅力的なデザインなど施設のクオリティを決して落とさないこと、そして、新たなアトラクシ

ョンを適時に導入することをはじめとして継続的かつ資産効率を加味した設備投資を行っていくことが必要不

可欠であると考え、これらの施策を実行してまいります。 

 さらに、「夢・感動・喜び・やすらぎ」を提供する“空間”を創造し、それらを東京ディズニーリゾートに

続く事業として成長させてまいります。 

 このように、当社の経営方針は、換言すれば長期的に成長し続けることを目指すものであり、決して短期の

利益のみを追求することではありません。 

 当社は、これらの施策を継続的に実行していくことによってはじめて企業価値を高めていくことができるも

のと確信しております。 

 当社は、経営の支配権が移動することによる経営の革新や活性化を一概に否定するものではありません。ま

た、さらなる企業価値・株主共同の利益の向上を実現することが可能な買収を阻止する考えもありませんが、

買収には企業価値を毀損する場合もあるため、当社の経営が他者によって支配されることに対しては、取締役

会としても極めて慎重に判断しなければならないと考えています。なぜなら、当社の企業価値・株主共同の利

益を向上させるためには、上記のような取り組みが不可欠であると確信しているからであります。 

 以上の観点から、当社は、当社の企業価値を毀損するおそれのある者（上記のような経営方針によらない経

営をしようとする者も含みます）は、当社の財務や事業の方針の決定を支配する者としてふさわしくないと考

え、これに該当するような者に対し最も適切と判断する措置を行います。 

  

(当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み) 

 当社は、基本方針の実現に資する特別な取り組みは行っておりませんが、中期経営計画を策定しており、当

該計画は、基本方針の実現に資するものであると考えております。 

  

(基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取り組み) 

 現在のところ、当社の株式を大量に取得しようとする者の存在によって、具体的な脅威が生じているもので

はありません。また、当社として現時点では、そのような買付者が出現した場合の具体的な施策（いわゆる敵

対的買収防衛策）を予め定めるものではなく、当社の財務及び事業の方針の決定が不適切な者によって支配さ

れることを防止するための取り組みは行っておりませんが、当該方針の決定を支配する者としてふさわしくな

いと認められる者が現れた場合、当社取締役会は、ただちに、対抗措置を実行することを予定しております。 

 具体的には、当社株式を大量に取得しようとする者が現れた場合で、それが、上記に記載した当社の企業価

値を毀損する行為を目的として当社を支配しようとする者（いわゆるグリーンメーラーなど）、強圧的二段階

買収（※注）など株主の皆さまに当社株式の売却を事実上強要するおそれがある買収をしようとする者、上記

のような当社の長期的な発展・成長を阻害する経営方針・経営戦略をもって当社を支配しようとする者、当社

の株主の皆さまが当社株式を買収者に譲渡するか保有し続けるかを判断するために十分な情報や時間を与えず

に買収しようとする者、当社取締役会が買収の提案を評価するために必要な情報及び買収者との交渉や対案の

提案を行う時間を与えずに買収しようとする者など企業価値の毀損につながると認められる者であったとき

は、当社は、ただちに、外部の専門家などを含めて当該買収を評価したうえで最も適切と考えられる措置を検

討し、当社の企業価値が毀損されるおそれが高いと判断した場合などは、必要な範囲で状況に応じて適切な対

抗措置を実行いたします。 

（※注）「強圧的二段階買収」とは、買付者の提示する当社株式の買取方法が、最初の買付で全株式の買付を

勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式買付を

行うことを意味します。 
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(4) 研究開発活動  

    該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 前連結会計年度末に計画中であったアトラクション「モンスターズ・インク“ライド＆ゴーシーク！"」につい

ては、平成21年４月に完了しました。 

 また、新たに確定した主要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 （注）自己株式の消却による減少であります。 

  

  当第１四半期会計期間において大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  330,000,000

計  330,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月14日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  90,922,540  90,922,540
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。 

計  90,922,540  90,922,540 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年５月12日 

 （注）  
 △4,200,000  90,922,540  －  63,201,127  －  111,403,287

（５）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 （注） 平成21年５月12日に自己株式420万株の消却を行っており、平成21年６月30日現在での自己株式の株式数は、

6,326株となっております。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   4,203,100 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式  90,906,400  909,064 同上 

単元未満株式 普通株式      13,040 － 同上 

発行済株式総数  95,122,540 － － 

総株主の議決権 －  909,064 － 

平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社オリエンタルラ

ンド 

千葉県浦安市舞浜１

番地１ 
 4,203,100  －  4,203,100  4.42

計 －  4,203,100  －  4,203,100  4.42

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高（円）  6,430  6,310  6,570

最低（円）  6,130  6,090  6,250

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 22,637 15,420

受取手形及び売掛金 10,668 15,697

有価証券 11,000 35,519

商品及び製品 7,559 6,306

仕掛品 827 628

原材料及び貯蔵品 3,796 3,745

その他 11,163 10,882

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 67,650 88,199

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 345,014 347,692

機械装置及び運搬具（純額） 51,653 48,397

土地 93,301 93,301

建設仮勘定 3,036 12,605

その他（純額） 13,422 14,042

有形固定資産合計 ※  506,429 ※  516,039

無形固定資産   

その他 10,579 11,212

無形固定資産合計 10,579 11,212

投資その他の資産   

投資有価証券 17,115 14,788

その他 13,608 14,838

貸倒引当金 △86 △86

投資その他の資産合計 30,637 29,540

固定資産合計 547,645 556,792

資産合計 615,296 644,991
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,698 16,358

短期借入金 10,000 －

1年内償還予定の社債 － 19,999

1年内返済予定の長期借入金 41,800 20,800

未払法人税等 438 11,220

その他 41,637 42,828

流動負債合計 104,575 111,207

固定負債   

社債 79,987 79,986

長期借入金 38,200 59,200

退職給付引当金 3,003 2,870

その他 17,825 18,067

固定負債合計 139,017 160,124

負債合計 243,592 271,331

純資産の部   

株主資本   

資本金 63,201 63,201

資本剰余金 111,403 111,403

利益剰余金 197,589 225,211

自己株式 △38 △24,463

株主資本合計 372,155 375,352

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △28 △1,403

繰延ヘッジ損益 △442 △307

評価・換算差額等合計 △471 △1,711

少数株主持分 18 18

純資産合計 371,703 373,660

負債純資産合計 615,296 644,991
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 80,680 77,138

売上原価 62,767 62,072

売上総利益 17,912 15,065

販売費及び一般管理費 ※  13,573 ※  13,925

営業利益 4,339 1,140

営業外収益   

受取利息 65 23

受取配当金 205 187

受取保険金及び配当金 67 47

持分法による投資利益 15 21

その他 216 225

営業外収益合計 570 504

営業外費用   

支払利息 763 592

その他 136 171

営業外費用合計 900 764

経常利益 4,009 881

税金等調整前四半期純利益 4,009 881

法人税、住民税及び事業税 2,296 317

法人税等調整額 △330 104

法人税等合計 1,966 421

少数株主損失（△） △12 △0

四半期純利益 2,055 460
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,009 881

減価償却費 11,613 11,987

のれん償却額 32 －

引当金の増減額（△は減少） 72 145

受取利息及び受取配当金 △271 △210

支払利息 763 592

為替差損益（△は益） 8 1

持分法による投資損益（△は益） △15 △21

売上債権の増減額（△は増加） 2,899 5,931

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,005 △1,502

仕入債務の増減額（△は減少） △5,116 △7,610

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,274 △314

その他 3,308 1,992

小計 14,025 11,872

利息及び配当金の受取額 495 239

利息の支払額 △1,626 △297

法人税等の支払額 △5,920 △11,121

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,974 693

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △6,000

定期預金の払戻による収入 4,000 －

有価証券の償還による収入 41,978 711

有形固定資産の取得による支出 △23,869 △4,899

有形固定資産の売却による収入 113 0

投資有価証券の取得による支出 △705 △9

その他 2,630 △103

投資活動によるキャッシュ・フロー 24,147 △10,300

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 24,500 10,000

社債の償還による支出 △100,000 △20,000

自己株式の取得による支出 △24,444 △19

配当金の支払額 △2,868 △3,652

その他 1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △102,812 △13,673

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △71,698 △23,282

現金及び現金同等物の期首残高 97,901 50,919

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  26,203 ※  27,637
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更 

 当第１四半期連結会計期間において、㈱Ｅプロダクションを当社が

吸収合併したため、連結の範囲から除外しております。 

(2) 変更後の連結子会社数  

 17社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 連結子会社の請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工

事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月

27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会

計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの

進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。 

 これによる売上高、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益への影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 

（自 平成21年４月１日至 平成21年６月30日） 

（四半期連結貸借対照表関係） 

 前第１四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました有形固定資産の「リース資産（純額）」に関しまして

は、金額の重要性が低いことから、当第１四半期連結会計期間より「その他」へ含めて表示することとしました。 

 なお、当第１四半期連結会計期間の有形固定資産の「その他」に含まれる「リース資産（純額）」は23百万円であり

ます。 
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【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分する方法により算定しております。 

２．たな卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し前

連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定してお

ります。 

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環

境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合

に、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法により算定しております。 

４．経過勘定 一部の費用については、合理的な算出方法による概算額で計上する方法によ

っております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。  

467,229 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

あります。 

456,793

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料・手当 3,136百万円

賞与  707  

福利厚生・独身寮維持費 780  

保険・賃貸料 724  

業務委託費 1,843  

減価償却費 1,159  

給料・手当 3,469百万円

賞与  739  

福利厚生・独身寮維持費 872  

保険・賃貸料 606  

業務委託費 1,596  

減価償却費 1,888  
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当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式  90,922,540株 

   

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式       6,326株 

   

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

   

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

５．株主資本の金額の著しい変動  

 当社は、平成21年４月28日開催の取締役会において、自己株式の消却を決議し、次のとおり自己株式を消却

いたしました。これにより、利益剰余金および自己株式がそれぞれ24,445百万円減少しております。 

(1)消却した株式の種類 普通株式 

(2)消却した株式の数  4,200,000株 

 （消却前の発行済株式総数に対する割合 4.42％） 

(3)消却日       平成21年５月12日 

   

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在）

（百万円）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在）

（百万円）

  

現金及び預金勘定 23,203

有価証券勘定  3,035

   計 26,239

預入期間が３か月を超える有

価証券 
△35

現金及び現金同等物 26,203

現金及び預金勘定 22,637

有価証券勘定  11,000

   計 33,637

預入期間が３か月を超える有

価証券 
－

預入期間が３か月を超える定

期預金 
△6,000

現金及び現金同等物 27,637

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 3,636 利益剰余金 40.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日 
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前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類・性質及び販売市場の類似性などを考慮し、テーマパーク事業、ホテル事業、リテイル事業及び

その他の事業の４事業に区分しております。 

２．各事業区分の主な事業内容 

(1) テーマパーク事業 ：テーマパークの経営・運営 

(2) ホテル事業    ：ディズニーホテル及びパーム＆ファウンテンテラスホテルの経営・運営 

(3) リテイル事業   ：ディズニーストアの経営・運営 

(4) その他の事業   ：イクスピアリの経営・運営、シルク・ドゥ・ソレイユ シアター東京の経営・運

営、モノレールの経営・運営、グループ内従業員食堂の運営、テーマレストラン

の経営・運営ほか  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。  

  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。  

  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

本邦以外の国又は地域への売上高がないため該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

本邦以外の国又は地域への売上高がないため該当事項はありません。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
テーマパーク 

事業 
（百万円） 

ホテル
事業 

（百万円） 

リテイル
事業 

（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又 
は全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

 売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  64,891  7,899  3,460  4,429  80,680  －  80,680

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 962  111  209  2,313  3,597 ( ) 3,597  －

計  65,854  8,010  3,670  6,742  84,277 ( ) 3,597  80,680

 営業利益又は営業損失（△）  4,837  304  △343  △394  4,404 ( ) 65  4,339

  
テーマパーク 

事業 
（百万円） 

ホテル
事業 

（百万円） 

リテイル
事業 

（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又 
は全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

 売上高               

(1) 外部顧客に対する売上高  58,849  9,512  3,340  5,435  77,138  －  77,138

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 1,054  149  220  1,411  2,835 ( ) 2,835  －

計  59,903  9,662  3,560  6,847  79,973 ( ) 2,835  77,138

 営業利益又は営業損失（△）  850  662  △187  △238  1,087   52  1,140

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 4,088.21円 １株当たり純資産額 4,109.59円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 21.67円 １株当たり四半期純利益金額 5.06円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載してお

りません。 

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  2,055  460

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,055  460

期中平均株式数（千株）  94,843  90,918

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年８月14日

株式会社オリエンタルランド 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 金子 寛人  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 水谷 英滋  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オリエ

ンタルランドの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オリエンタルランド及び連結子会社の平成20年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

追記情報  

 事業の種類別セグメント情報に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より事業の種類別セグメント情報におけ

る事業区分を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                     以 上 

  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期 

      報告書提出会社）が別途保管しております。 

       ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2009/08/13 13:36:1509567091_第１四半期報告書_20090813133552



  

  

  

  

   

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年８月14日

株式会社オリエンタルランド 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 水谷 英滋  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 金子 寛人  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小松 博明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オリエ

ンタルランドの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オリエンタルランド及び連結子会社の平成21年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                                                     以 上 

  

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期 

      報告書提出会社）が別途保管しております。 

       ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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